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第１章 予備調査の目的 
 

１－１ 目 的 

 環境悪化が深刻化しているユカタン半島東部沿岸地域における環境管理Ｍ／Ｐ策定及び優先プ

ロジェクトのＦ／Ｓ実施を目的とした開発調査がメキシコ政府より要請されたが、案件の要請内容

が不明瞭なため、我が国の開発調査事業を説明したうえで、基礎情報収集を行うとともに、先方

の意向を確認し、事前調査派遣に必要な調査フレームワークを協議した。 

 

１－２ 背 景 

 ユカタン半島東部沿岸部は自然環境や遺跡など観光資源に恵まれ、観光産業は国家レベルでの

外貨獲得手段となっている。しかし、環境配慮が不十分のまま観光や地域開発が行われ、急激な

人口増加に社会基盤整備が追いついていないのが現状である。特に地域集落（５万人以下）での

下水や廃棄物処理の必ずしも適切な措置が行われていない現状があり、沿岸環境の悪化が急速に

進み、沿岸部の生態系及び住民の生活環境への影響が懸念されている。 

 これに対し、メキシコ中央・地方両政府は様々な法整備、戦略を策定するなど対策を施してい

るが、十分な成果が現れていないのが現状である。このような状況のなかで、2001年３月JICAは

日米共同プロジェクト形成調査団を派遣し、当該地域の環境保全に係る援助ニーズが大きく、特

に現在及び将来にわたり沿岸環境に大きなインパクトを与え、緊急に解決すべきと考えられる下

水又は廃棄物処理に関する協力が必要と判断した。また、総合的な環境管理には日米協調による

協力が効果的であることを、日墨米の３か国で確認した。 

 そして2001年５月、メキシコ政府から「ユカタン半島東部沿岸地域環境管理計画調査」の要請

が提出された。本調査が実施されれば、同様な環境を有する他地域への波及性（南南協力）も考

慮できる点で効果的な案件といえる。しかしながら、要請書は多数の機関が関与、かつそれぞれ

が要請内容を個別に記述していることから、優先度が絞り込まれておらず熟度が低いため、予備

調査団を派遣し、先方政府の要請内容や、中央及び地方政府の役割分担などを確認した。 
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１－３ 予備調査団の構成 

氏 名 
Name 

担当分野 
Field in Charge 

所 属 
Affiliation 

派遣期間 
Stay Period 

河合 恒二 

Koji KAWAI (Mr.) 

総括 

Leader 

JICAメキシコ事務所長 

Resident Representative of JICA in Mexico 
 

山本 糾哉 

Tadaya YAMAMOTO 

(Mr.) 

環境管理 

Environmental 

Management 

JICA派遣専門家 

Expert in Mexico, JICA 
 

遠藤 浩昭 

Hiroaki ENDO (Mr.) 

調査監理 

Study Management 

JICA社会開発調査部社会開発調査第二課 

Staff, 2nd Social Development Study Div.,JICA 

13/July～ 
20/July 

林田 晴美 

Harumi HAYASHIDA 

(Ms.) 

援助協調 

Donor Coordination 

援助協調 

JICAメキシコ事務所 

Staff, JICA in Mexico 
 

 
 なお、本邦より派遣する団員は遠藤浩昭１名で、他団員はJICA事務所より構成し、本調査を行う。 

 

１－４ 調査日程 

 月日 曜 調査内容  

１ ７月12日 金 移動 
（カンクン）団員打合せ 

カンクン泊 

２ ７月13日 土 カンクン→マハワル（移動） 
現場視察（カンクン下水処理場、ソリダリダ廃棄物処理場、プラ
ジャ・デル・カルメン下水処理場、アクマル生態系センター（NGO）、
チェムジル下水処理場 

マハワル泊 

３ ７月14日 日 マハワル→チェトマル（移動） 
現場視察（マハワル環境センター（草の根無償）、マハワル桟橋、
マハワル新市街区、マハワル上水タンク、マハワルごみ捨て場、
チェトマル湾） 

チェトマル泊 

４ ７月15日 月 関連機関（SEMARNAT, CAPA, IMTA, CAN, オトン・ペ・ブランコ
自治区、アミーゴ・デ・シアンカーン(NGO）、USAID他）と合同
会議 

チェトマル泊 

５ ７月16日 火 チェトマル下水処理場視察 
関連機関（SEMARNAT-QR, CAPA, IMTA, CAN, IMEXI, USAID他）
と合同会議 
チェトマル→メキシコシティ（移動） 
JICAメキシコ事務所打合せ 

メキシコシティー
泊 

６ ７月17日 水 関係機関合同会議(SEMARNAT, CAPA, IMTA, CAN, IMEXI, USAID

他) 
メキシコシティー
泊 

７ ７月18日 木 JICAメキシコ事務所報告 
日本大使館報告 

メキシコシティー
泊 

８ ７月19日 金 移動  
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第２章 協議結果 
 

２－１ メキシコ側関係機関の調整 

 調整機関としての環境天然資源省（SEMARNAT）キンタナロー支局、実質的なＣ／Ｐ機関として、

キンタナロー州政府上下水道公社（CAPA）、オトン・ペ・ブランコなど市町村自治体が想定され

る。また関係する機関として、キンタナロー州都市開発環境局（SEDUMA）、国家水委員会（CNA）、

水資源技術研究所（IMTA）等がある。さらに財政当局や観光開発に係る機関のステアリング・コ

ミッティ参加も効果的な調査を行ううえで重要との認識を得た。 

 メキシコ側も多数の機関がかかわっており本調査を円滑に実施する観点から、上記機関を含め

た関係機関からなるステアリング・コミッティを組織することとなった。本開発調査を効果的に

実施するために、チェトマルにおいて８月15日にコミッティが開催され、その結果を８月23日に

JICAメキシコ事務所に報告することとなった。 

 

２－２ 日本側からの提案 

 上記コミッティが８月15日に開催されるにあたり、JICAの本件に係る構想を追ってメキシコ側

に提示することとなった。なお、今後日本国内の関係機関と調整を図ることとするが、現時点で

視察・協議を通じた調査団としての考えは以下のとおりである。 

 

(1) キンタナロー州の沿岸環境の保全を目的とした調査で、内容は下水及び廃棄物処理とする。

（地下水脈等の技術協力もメキシコ側から要請があったが、調査団は調査の効果的な実施、

成果の実現性、日本側投入規模等の理由から、調査対象を下水及び廃棄物処理とし、その他

沿岸環境保全に係る課題に関する提言を行うこととした）。 

 

(2) 対象地は、調査成果の確実な事業実施及び他地域への波及性を考慮し、オトン・ペ・ブラ

ンコ、フェリペ・カリジョ・プエルト、ソリダリダの３自治区のキンタナロー州南部沿岸を

対象とする（今後顕著な人口増加が見込まれる南部に対し、カンクンを中心とする北部は観

光により既に開発されている地域で、自己収入からの財源確保や担当程度の施設が整備され

ている）。 

 

(3) チェトマル、プラジャ・デル・カルメン等の都市には既に下水及び廃棄物処理に係るＭ／Ｐ

があり、施設整備もまだ十分ではないが整いつつある（本Ｍ／Ｐの見直しも開発調査に含ま

れる可能性がある）。本調査ではトゥルム、バカラール、フェリペ・カリジョ・プエルト等の

５万人以下の都市、及び集落を対象としたＭ／Ｐ策定及びＦ／Ｓを実施する。 
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(4) 本調査において小規模なモデルプロジェクト（集落におけるごみ処理施設及び下水処理シ

ステム）を実施、メキシコ側に効果的な技術移転を行い、更に他地域での技術普及に貢献す

る。 

 

２－３ 資料の提供 

 以下の情報を８月23日の結果報告とともに提供依頼をし、メキシコ側の了解を得た。 

(1) CNA、CAPA：下水処理に係るキンタナロー州の既存戦略、Ｍ／Ｐ、プロジェクト等 

(2) オトン･ペ･ブランコなど自治区等：廃棄物処理に係る既存戦略、Ｍ／Ｐ、プロジェクト等 

(3) SEMARNAT、観光当局：観光開発に係るキンタナロー州の既存戦略、Ｍ／Ｐ、プロジェク

ト等 
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第３章 本格調査の内容（調査団案） 
 

(1) 本格調査の上位目標 

 ユカタン半島東部沿岸地域の生態系が保全され、地域住民の生活環境が改善される。 

 

(2) 本格調査の目標 

 メキシコ国政府の要請に基づき、沿岸環境の悪化が深刻化しているユカタン半島南東部沿岸

地域（キンタナロー州南部沿岸）においてＭ／Ｐ（特に地方集落に係る水質汚染・廃棄物処理

対策など総合的環境管理計画）が策定され、優先プロジェクトに係るＦ／Ｓを実施する。また、

モデルプロジェクトを実施し、より効果的なＭ／Ｐ策定、Ｆ／Ｓ実施に資する。 

 1) M／Pの策定及びモデル計画の策定： 

 ①既存資料、情報の収集（a.自然条件、b.社会経済状況、c.土地利用状況、d.公衆衛生・

環境状況、e.環境関連法規・組織、f.環境教育等）、②関連計画のレビュー、③現地踏査（a.

下水道処理現況、b.廃棄物処理現況、c.実施体制、d.生活排水実態、e.モニタリング現況等）、

④現地実査（a.水質調査、b.汚濁物質発生源調査、c.地形調査等）、⑤社会経済調査 ⑥衛生

状況調査、⑦組織・法制度調査、⑧社会経済フレームの設定、⑨施設計画、⑩初期環境調査

⑪維持管理計画、⑫概略事業費積算、⑬組織強化・制度改善計画（法制度、組織間調整の強

化）、⑭人材育成計画策定、⑮事業評価（経済／財務、社会、環境等）、⑯実施計画及び優先

プロジェクトの選定、⑰モデル計画の策定・実施 

 2) 優先プロジェクトのフィージビリティ実施及びモデル計画の実施： 

①計画諸元の設定、②施設計画、設計、③施工計画、④運営維持管理計画、⑤モデル計画の

実施・モニタリング、⑥事業費積算・資金計画、⑦環境影響評価調査（EIA）、⑧事業評価（経

済、財務、環境、技術等）、⑨事業実施計画 
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第４章 日米協調 
 

 本地域で既に活動をしている米国国際開発庁（USAID）と情報交換を行い、効果的な調査実施

や調査結果の実施のために必要に応じた活動の分担（環境教育等）などの協調を図る。具体的な

協調内容については本格調査団派遣後現場レベルで積極的に検討、実施を図る。 



－221－

第５章 予備調査以降の予定 
 

(1) 2002年10月：事前調査（Ｓ／Ｗ協議）（予定） 

(2) 2003年２月：実施調査開始（予定） 

(3) 2004年３月：Ｆ／R提出（予定） 





 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 
 
 

１．視察メモ 

 

２．協議におけるプレゼン資料（遠藤） 
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